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【運転資金・設備資金】

（１）市内に住所及び事業所を有し、かつ引き続き１年以上市内で同一事業を営んでいる中小企業者であること。

（２）区市町村民税又は固定資産税の納税義務者で既に納期の経過した分の市税を完納していること。

（３）① 製造業、建設業、運輸業その他の業種（②の業種を除く）を営むものにあっては、資本金の額若しくは

出資の総額が１，０００万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が５０人以下の会社及び個人。

② 卸売業、サービス業、小売業を営むものにあっては、資本金の額若しくは出資の総額が１，０００万円以下

の会社又は常時使用する従業員の数が２０人以下の会社及び個人で、東京信用保証協会又は東京都農業

信用基金協会の保証の対象となる業種を営むもの。

（４）現にこの制度による融資を受けていないこと。

【開業資金】

（１）融資の決定を受けてから６月以内に市内で事業を開始し中小企業者となる者又は市内で事業開始後１年未満の

中小企業者であること。

（２）区市町村民税又は固定資産税の納税義務者で既に納期の経過した分の市税を完納していること。

（３）現にこの制度による融資を受けていないこと。

【運転資金】

商品原材料仕入、

買掛金支払い、手

形決済などの資

金

１，０００万円

【設備資金】

機械器具装置、

土地建物購入、

新増改築等に

要する資金

１，０００万円

（乗用車（５ナンバ

ー、３ナンバー）に

ついては総支払額が

３００万円以下の国

産車）

【開業資金】

事業を開始する、

又事業開始後１年

未満において当該

事業を営むために

必要な資金

１，０００万円

※運転資金と設備資

金を併せた場合は

１，０００万円

【貸付利率】

１．００％

（本人負担 0.7％）

【利子補給率】

０．３０％

※上記の貸付利率

及び利子補給率

は令和５年度に

限る。

【保証料】

開業資金の利用

者で、東京信用

保証協会に保証

料を支払った場

合、額の１／２

を補助します。

※ただし、繰上償

還し、保証料の

返戻を受けた時

は、その額の

１／２を市に返

還していただき

ます。

【運転資金】

７年以内

元金均等月賦償還

（６か月据置含む。）

【設備資金】

１０年以内

元金均等月賦償還

（６か月据置含む。）

【開業資金】

７年以内

元金均等月賦償還

（６か月据置含む。）

※大規模な災害又は金融

危機に起因した経済の

収縮等の影響により償

還が困難な場合は、１年

を据置期間とすること

ができます。

※設備資金と運転資金を

併せた場合、設備資金が

資金総額の半分以上を

占める場合は設備資金

の返済期間となり、半分

に満たない場合は運転

資金の返済期間となり

ます。

※小口零細企業保証資金

融資については、手形貸

付、手形割引、電子記録

債権割引にすることも

できますが、その際の利

子補給はいたしません。

返済方法は一括又は分

割となります。

【運転・設備・開業資金

共通で必要な書類】

●申込書

●同意書（小口のみ）

●直近の納期到来分の

市税（市民税・固定資

産税）納税証明書又は

非課税証明書

※法人の場合は法人

市民税及び法人固定資産税

●登記事項証明書（法人

の場合)

【中小企業振興資金融資で

連帯保証人をつける場合】

●連帯保証人の市民税及び

固定資産税の納税証明書

又は非課税証明書

●連帯保証人の印鑑証明書

【運転資金に必要な書類】

●直近２年分の決算書

及び確定申告書の写し

【設備資金に必要な書類】

●設備の見積書の写し

●カタログ

●図面

●直近２年分の決算書

及び確定申告書の写し

【開業資金に必要な書類】

●開業計画書

●課税証明書

●営業許可書、開業届書

の写し等

●設備を購入する場合

は、設備資金に必要な

書類に準じた書類

連帯保証人１人

以上であること。

ただし、市長が必

要と認める場合

又は連帯保証人

がいない場合は、

東京信用保証協

会若しくは東京

都農業信用基金

協会の保証が必

要です。
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【運転資金・設備資金】

（１）市内に住所及び事業所を有し、かつ引き続き１年以上市内で同一事業を営んでいる中小企業信用保険法

第２条第３項に定める小規模企業者（注）であること。

（２）区市町村民税又は固定資産税の納税義務者で既に納期の経過した分の市税を完納していること。

（３）この融資を含め、全国の信用保証協会の保証付融資の合計残高が２，０００万円以下であること。

（４）現にこの制度による融資を受けていないこと。

（注）① 常時使用する従業員の数が２０人（商業又はサービス業（宿泊業及び娯楽業を除く）を主たる事業とする

事業者については５人）以下の会社及び個人であって、農業、林業、漁業、金融・保険業以外の業種

（以下「特定事業」という。）を行うもの（②に掲げるものを除く。）。

② 常時使用する従業員の数がその業種ごとに政令で定める数以下の会社及び個人であって、その政令で

定める業種に属する事業を主たる事業とするもののうち、特定事業を行うもの

③ 事業協同小組合であって、特定事業を行うもの又はその組合員の３分の２以上が特定事業を行う者で

あるもの

④ 特定事業を行う企業組合であって、その事業に従事する組合員の数が２０人以下のもの

⑤ 特定事業を行う協業組合であって、常時使用する従業員の数が２０人以下のもの

⑥ 医業を主たる事業とする法人であって、常時使用する従業員の数が２０人以下のもの（上記①～⑤に

掲げるものを除く）

【開業資金】

（１）融資の決定を受けてから６月以内に市内で事業を開始し小規模企業者となる者又は市内で事業開始後１年未満

の小規模企業者であること。

（２）区市町村民税又は固定資産税の納税義務者で既に納期の経過した分の市税を完納していること。

（３）この融資を含め、全国の信用保証協会の保証付融資の合計残高が２，０００万円以下であること。

（４）現にこの制度による融資を受けていないこと。

東京信用保証

協会の保証が

必要です。

≪融資制度概要≫

【連帯保証人】

（１）市内に３年以上引き続

き居住していること。

（２）一定の職業を有し、独

立の生計を営んでいる

世帯主又はこれに準ず

る者であること。

（３）区市町村税又は固定資

産税の納税義務者で既

に納期の経過した分の

市税を完納しているこ

と。

（４）この融資につき、他に

保証していないこと。

【注意事項】

（１）この申込みについて、

金融機関及び商工会から

調査がありますので、全

面的に協力してくださ

い。

※ 商工会の調査は面談によ

る聞き取り調査です。

（２）設備資金の融資決定を

受けた申込者は、設備工

事完了後速やかに設備完

了届を提出してくださ

い。

（３）月賦償還を怠った場合、

償還すべき金額に対し各

金融機関の定める割合を

乗じて計算した金額の違

約金を支払うことになり

ます。

（４）月賦償還を怠った場合、

その期間の利子補給はい

たしません。

（５）融資を受けた者は、資

金を目的以外に使用する

ことはできません。


